
【提案基準 ７】 
幅員４ｍ以上の私有地通路に接する敷地内の建築物の取扱いについて 
（趣 旨） 
第１ この基準は、判断基準第３第３号②に規定する私有地通路に接する敷地内の建築物の取扱いについて必要

な事項を定めるものとする。 
（適用の範囲） 
第２ この基準は、平成11年５月１日時点において既に建築物の立ち並びがある私有地通路（道路に至るまで

の最小幅員が４ｍ以上のものに限る。）に２ｍ以上接する敷地内の建築物について適用する。 
（用途・規模・構造） 
第３ 許可に係る建築物は、その敷地が接する通路を「道路」と読み替えたときに建築基準関係規定に適合する

こと。 
（適用要件） 
第４ 許可に係る建築物から道路に至るまでの通路等は、次の各号に掲げる要件のすべてを満たすものであるこ

と。 
１ その敷地が接する通路を確保することについて通路の所有者等の合意があること。ただし、昭和４５年６

月２０日時点において既に建築物の立ち並びがある通路である場合を除く。 
２ 通路を経由して道路と敷地が有効に接続されており、通行、避難及び消防活動上支障がなく、安全が確保

されていること。 
３ 建築物の屋外への出口から、当該通路への避難通路が確保されていること。 

（通路の整備） 
第５ 敷地前面の当該通路の整備を行うこと。 
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第１ 許可申請時において提案基準７に該当し、かつ、同基準

第５について次の各号のいずれかに該当するものは、建築

審査会の同意を得たものとして取扱う。 
１ 敷地と通路との境界線が側溝等により明確にされてい

ること。 
２ 私有地通路部分が市によって管理される場合、建築物の

工事完了までに市への移管が行われる旨の協定、覚書等が

交わされていること。 
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